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空家等対策の取組み状況 

 

１．地域住民等からの申出(苦情)について 

 ①市の対応 

空き家の所有者を特定し、所有者に対し改善依頼文書の送付を行っている。 

 

 ②地域住民からの申出件数 

期 間 申出件数 備 考 

平成 28 年 4 月～6月末 １８件  

平成 27 年 4 月～6月末 ７件 
すべて特別措置法施行※後 

（～５月末は０件） 

※特別措置法(全面)施行日：平成２７年５月２６日 

 

平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月 ５０件 対応状況は下表参照 

 

【対応状況】 

対応不要件数 １０件  

改善依頼件数 ４０件 

状況改善済 ３２件 

所有者と交渉中 ６件 

所有者からの連絡なし ２件 

合 計 ５０件  

 

 

 

２．空家等対策協議会及び庁内検討委員会 

  空家等対策計画策定に向け、以下の会議を開催した。 

①空家等対策協議会（１回） 

    平成２８年２月１９日 

   ②空家等対策計画策定に係る庁内検討委員会（全６回） 

    平成２７年６月２日・７月８日・７月２２日・１０月１６日 

    平成２８年２月５日・３月３０日 

 

資料２ 



５ 

３．特別措置法第１５条に基づく税制上の措置について（国） 

 （１）『特定空家等※』に対する、固定資産税等の住宅用地特例の取り扱い 

（平成 27 年 5 月 26 日～） 

⇒Ｐ６参照 

※周辺の生活環境の保全のために放置することが不適切な状態にある空家等 

 （２）空き家の発生を抑制するための特例措置（平成 28 年 4 月 1 日～） 

⇒Ｐ７～１１参照 

 

 

 

４．今後の予定 

  主に、以下の３点を今年度中に実施する予定である。 

①市内の空家等実態調査 

市内の空き家の数・状況等を把握する。 

②データベース構築 

空き家対策を円滑に行うために、空き家の場所・所有者・対応履歴等が 

閲覧できるようなシステムを構築する。 

③空家等対策計画の策定 

上記①～②の成果について分析等を行い、空家等対策協議会・パブリック 

コメントを経て計画策定を行う。 


